
新型インフルエンザ対策ブロック会議  

（関東地区）  

議事次第  

平成21年3月10日（火）  

13：30′）16：30  
国立感染症研究所内会議室  

1．開会  

2．議題  

○新型インフルエンザとは  

○新型インフルエンザ対策推進の現状  

○質疑応答  

3．閉会   



日程について  

1 厚生労働省担当官挨拶 （13：30～13：35）  

厚生労働省健康局結核感染症課  

課長 ■梅田珠実  

2 新型インフルエンザとは（13：35～14：15）  

国立感染症研究所 感染症情報センター  

センター長 岡部信彦  

3 新型インフルエンザ対策推進の現状1（14：15～14：55）  

厚生労働省健康局結核感染症課  

課長 梅田珠実  

○ 休憩（14：55～15：05）  

4 新型インフルエンザ対策推進の現状2（15：05～15：45）  

厚生労働省健康局結核感染症課  

課長 梅田珠実  

5 質疑応答・意見交換 （15：45～16：30）  

○ 終了（16：30）   



新型インフルエンザヘの対応   

岡部信彦、谷口清州、森兼啓太、   

砂川富正、松井珠乃、安井良則  

国立感染症研究所感染症情報センター  

季節性インフル工ンザ  

のどt鼻だけのはなかぜ症状ではなく、高  

熱、痛み、だるさなど全身の症状がでる  

症状が強い  

多くは自然に治るが、合併症がでることが  

ある  

●  

．高齢者：肺炎（頻度は高い）  

● 幼児：脳症（頻度は少ない）   



感染伝播  

・感染経路  

・咳、くしやみによる飛沫〉手などからの接触  

・潜伏期   

・ト4日  

・感染性のある期間  

・発熱の1日前から3－7日   

・小児や免疫不全患者では長い  

季節性インフルエンザ  

国内インフルエンザ ー全国5000医療機関より報告－  

推計数  

1485万人   

923万人  
1770万人  

1116万人  

報告数  

2002－03118万人  

2003－04 77万人  
2004－05150万人  

2005－06 96万人  

超過死亡  

11，000人  

2，400人  

15，100人  

6，800人  

年間人口の10～20％が羅患  

全世界で3～5百万人の重症例  

全世界で25～50万人の死亡例  

一   



インフルエンザの治療  

対症療法  

一鎮痛解熱剤など  

二次性肺炎に対する抗菌薬  

抗インフルエンザウイルス剤  

安静・食事■水分・換気・湿気  

インフルエンザの重症化予防   

中予防接種  

クジラ   



H5Nl症例サーベイランス  

・サーベイランスの症例定義は国によって異なる  

・重症急性呼吸器疾患を有する入院患者に注目すべき   

一予想されない肺炎患者の発生  

・特に、鳥あるいはヒトH5Nl患者との接触  

・呼吸器からの検体に対するH5NIRT－PCR  

・症例分類に対するWHOクライテリア   

ー（パンデミック警戒フェーズ3として）  

・調査中の者（Personunderinvestigation）  

・H5Nl疑い症例（SuspectedH5NIcase）  

・H5Nl可能性例（ProbableH5NIcase）  

・H5Nl確定例（ConfirmedH5NIcase）  

Source：Dr．T．Uyeki（米CDC）のスライド（砂川）   



年齢分布と死亡率   

（2009年2月2日現在）  
HumanAvianInfIuenzaA（H5Nl）CasesbyAgeGroupandOutcome  

（n＝392）（おOf2F8bru即Y20叫  

A90伊仙P  



鳥インフル工ンザとしてのH5Nl感染  

症の真の致死率（CFR）は？  

・F．Lietal．JEi）idbmioICommunityHealth   

2008；62：555－559（下記2事例が最も詳細な調   

査を実施していると評価）   

一香港（1997年）  

・18人の発症者中6人が死亡（CFR：33％）  

・上記18人に、血清検査陽性者（15人の患者接触者＋9人  

の養鶏場職員）を加えた者における死亡（CFR：14％）   

－トルコ（2006年）  

・12人の確定例中4人が死亡（CFR：33％）  

14－33％が現時点の情報では妥当？と推定  ーCFR：   

H5Nlヒトヒト感染事例の重要性  

・H5Nlヒトヒト感染事例における疫学の変化があった   

場合は、H5Nlウイルスがよりヒトに順応し、伝播しや   

すくなってきたことを示す最初のサインかもしれない  

・パンデミックの脅威が増したことを示すサインの可能   

性：   

一日5Nl症例クラスター数が増えること   

－H5Nl症例クラスターの規模が大きくなること   

－血縁関係に無い症例が増加すること   

一臨床的に軽症な患者が増えること  

Source：Dr．T．Uyeki（米CDC）スライド   



パンデミックのリスクのある鳥イン  

フル工ンザの現状（1）  

・H5型   

一高病原性および低病原性ウイルスの報告継続  
・CIade2．1：主にインドネシア、C［ade2．2：アジア、中東  

、ヨーロッパ、アフリカの60カ国以上、Clade2．3：中国、  

ラオス、ミャンマー、ベトナムなど   

一今となってはH5Nlウイルスの駆逐は難しい   

－2009年2月末現在、ヒトにおける感染に関して、発  
生地域、規模、感染の仕方に変化は無い  
・パンデミックの危険性レベルの大きな変化はない   

一日5Nlによるパンデミック発生の危険性無しとはま  

だ言えず、その対策は重要   

パンデミックのリスクのある鳥イン  

フル工ンザの現状（2）  

・H7型およぴH9型   

一日7型は高病原性および低病原性の両方、H9型は  
低病原性のみが知られる   

一日9N2ウイルスはアジア、中東、ヨーロッパ、アフリカ  
の複数の国で報告  

・散発的なヒト感染例の検出（軽症）  

・鳥からヒトヘの曝露機会はH5型より高いとする情報  
－PresentationbyDr．Ma］ikPeiris（香港大学）  

・遺伝子構造、実験動物への感染性などから、ヒト感染は  

報告数より多い可能性、パンデミックウイルスの候補とな  

りうる：  

－WanHetaL．PLoSOne2008Aug；3（8）：1－13   





パンデミックのインパクト  

膨大な数の患者と死亡  

医療機関への過剰負担  

医療従事者の感染  

社会機能維持者の感染  

一 交通・通信・警察  

一食料・水などライフライン  

社会機能・行政機能の破綻  

経済的打撃  

ウイルスの病原性  

羅患する感染者数  

重症合併症の頻度  

患者の年齢層  

感染拡大の速度  

事前対応  

対策の効果  

時代背景  

衛生状態■人口密度  

実際にどうなるか  

数理モデルによるシミュレーション  

ーいろいろな前提条件にたっている  

一対策無しと対策有りでは異なる  

歴史に学ぶ  

一不完全性  

一医学レベルも衛生状態も社会状況も異なる   



過去に学ぶ（歴史的資料）  

内務省衛生局．流行性感冒（絶版）．大正10  
年12月．  

日本公衆衛生協会編．アジアかぜ流行史（絶  
版）．1960年．  

日本公衆衛生協会編．香港かぜ－その流行  
の記録－（絶版）．1971年．   



大正時代日本におけるスペイン風邪インパクト  

（第一波）  

期間   患者   死者   死亡率   

初発以来大正8年1月15日まで   19．232，675   206．730  1．06   

1月16日～31日   496，023   8，902  1．79   

2月1日～15日   516．000   10，100   1．96   

2月16日～28日   384，249   12．127   3．10   

3月1日～15日   227，228   7，915   3．48   

3月16日～31日   152．976   6．318   3．99   

4月1日～15日   70．242   3．515   4．97   

4月16日～30日   41．607   2．058   4．95   

・192・355、総患料去－・1云8・3品二義死亡者‥256・363、  諾圭ヨ．富  
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1957年アジアフルの流行  

スペインインフルと同様  

の荏患率  

－25～30％  

スペインインフルより重  

症度は造かに低かった  

血清疫学調査によると、  

感染率は20～40％程  

度であった  
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アフリカにおける  

季節性インフルエンザのアウトブレイク   

これまで熱帯のアフリカにはインフル工ンザはほとんど  

流行しない  

ほとんどのアフリカの住民はインフル工ンザに対する抵  

抗力がない。  

2002年にマダガスカルとコンゴに季節性インフル工ン  

ザ（A／香港型（H3N2）が侵入し大きな流行を起こし  

た。  

－ マダガスカル、2002年7′）8月   

・lkongoDistrict：ARlattackrateof67％   

・Es七matedcase－fatalityratio（CFR）：2％  

－ コンコ、2002年11′・・J12月  

・BosoboloDstrict：lL．attackrateof47．4％   

・CFR：1・5％  ・：WER46，2002．－：WER13，2003   



過去のパンデミックからの教訓  

l致命率、重症度、流行パターンの多様性   
一致命率：0．1％～2％と幅がある   

一第一波だけでなく第二波、第三波も   

ーその間にウイルスの毒性が変化することも  

・スペインインフルでは、数ヶ月間にウイルスがより強毒  
変異  

l共通点：急速な患者増加に伴う医療ニーズ急   

増   

一重症度高い場合にはさらにニーズが増加  

SouJ℃e：AvianInHuenza：aSSeSSlngthepandemicthleat  
肌〝－JO2005   



危機管理としての想定  

塊状のヒト鳥インフルエンザH5Nl亜型ウイルス感染症の死  

亡率が60％超のためパンデミック対策が極めて特異なもの  
と考えられがち   

過去のパンデミックの致死率は最大2％程度   

米国でのSeverityIndexでは2．0％以上を最悪と想定   

現在の致死率の想定は最悪のシナリオに備えるためのもの  

安易な想定に対応できずに、最悪のシナリオに対応できるわけ  
がない！   



医学的介入①H5Nl（プレパンデミック）ワクチン  

現在の国家備蓄  
一 ベトナム株（CIadeり 500万ドース  

ー インドネシア株（Clade2．り 500万ドース  

ー アンプイ（中国）（Clade2．3）株1000万ドース  

ー 不活化全粒子ワクチン（A山mアジュバント）  

効果と安全性は一応確保  
一 丁0％程度で中和抗体く十）、大きな副反応はない  

一 C［adelワクチンでClade2にも交叉免疫できる  

実際の接種には分注バイアル詰めに2ケ月  

事前に接種するべきか、否か？？  

臨床研究としての大規模（6000人目標）接種  
一安全性、プライミング、交差免疫性、ブースター効果  

一 この結果をみて今後のことを考える   

医学的介入②：抗ウイルス薬  

先進工業国ほとんどオセルタミビルを備蓄  

各国の備蓄量は現在人口30～40％が多い  

我が国では約20％→45％に増量しつつある  

実際の効果は？   人。の5％以上を治郎きるオセルタミビルを輌した詞  

（ロシュ資料）  

足りるか？  

戦略はいかに？  

－早期対応  

一予防的投与  

一治療  

一優先順位   綱轡朝爛撃轡鮮撃墜㌢   



医学的介入で目的を達成できるか  
Pharmaceutical intervention 

もちろん、日々研究開発は進んでいるものの  
－細胞培養により、より短期間に大量のパンデミックワ   

クチンを製造する研究  

一粘膜ワクチンにより感染防御ができるワクチンを開   

発  

一新しい抗ウイルス薬の研究・開発  

不確定要素が非常に多い   



非医学的介入  
Non－Pharmaceutica［Intervention  

社会的距離拡大（Socia暮distancing）：ヒトーヒト間  

の距離を拡大する  

一学校閉鎖  

一恵者の自宅隔離、接触者の自宅待機  

一外出自粛  

一集会等の自粛・延期、ヒトの集まる場所の制限・閉鎖  

一企業活動の縮小  

戦略的な医学的介入との結合  

一接触者への抗ウイルス薬の予防投与と隔離  

－プレ′くンデミックワクチンの投与  

米国の学校における対応  

米国では地域の罷患率が1％になった時点からす  
べての学校を閉鎖  

閉鎖期間中の間の教育  
一小人数教育  

一遠隔教育  

一夏休み対応  

一スクーlノング  

この間の栄養不良児への対応  

一給食の配達  

この間の学校スタッフの対応   



地域における対応  

感染症対策  

一情報収集（国内国外）・サーベイランス  

ー疫学調査、接触者対応、社会的距離拡大  

－ ワクチン接種など  

リスクコミュニケーション（情報の双方向の伝達）  

医療体制  

社会生活インフラ（消防、警察、ライフライン）  

教育学校体制  

流通体制の維持  

第一次産業の維持  

企業支援  

地域生活の維持・ロジステツイク  

施設・事業所における危機管理  
放置しても、社会距離拡大戦略をとっても‥・  
結果的に自身の病気、家族の病気、あるいは恐怖から最大40％のヒトは  
欠勤する  

一 自宅隔離や学校閉鎖、パニックなどで欠勤率はもっと上昇する可能性   
がある  

－実際学校を2カ月閉鎖したら、多くのヒトが出勤できなくなる  
パンデミックは通常の災害（地震等）とは大幅に異なる  

一 世界のすべての社会に影響する  

－ドミノ効果により、原料の入荷がなくなるかもしれない  
一物理的に壊れるものはないが、流通は止まるかもしれない  
－第一波は6－8週間続く  

生命の危機である  

一誰もが等しく罷り、個人の命に関わる危棲  

すべての施設、組織でパンデミックプランが必要  

1l ′一Lい†   



地方自治体における事業継続計画（BCP）  

の考え方（例）  

施策の目棲  業 務  BCP  

医療体制の維持  
トリアージ・搬送等  
サーベイランス  

従事者の安全確保  
地域支捷  
教育支援  

残る職員  
（60％）  

他から応  

秦；三？l  
・残す乗務の選択   

消防書察   
出産育児   
福祉   
水道t気等  

優先業務を  
実施する   
ための  

人見計画等  

休
止
す
る
業
務
 
 

・緊急でない公共事  
・慢性疾患対策  
・文化スポーツ  

・緊急でない窓口葉  

休止に伴う  

代替策及び  

影響への   
対応策  

感染防止のた  

め、一時休止  
すべき業務  

出典：東京都庁斎藤氏作成資料を一部改変  

個人個人の準備  

政府（行政）はすべてをやってくれるわけではない（できな  

い）  

まず、自分はどうするかが出発点  

自分が罷ったらどうするか、家族が罷ったらどうするか、ど  
のように勤務先に連絡するか、欠勤か、遠隔作業ができ  
るか？  

学校が閉鎖された際に、いかにこどものケアをするか？  

自宅待機のもと、どのように生活必需品を入手するか？  

インフラが破綻した場合に、いかに生存するか？  

医療機関受診はどうするか？どこに行くか？  

他のヒトに感染させないための一人一人の意識と準備が  
必要   



咳エチケット  

“咳エチケット’’  

－咳やくしやみの際には口／   

鼻を覆う  

一覆う際には、ティッシュ等   

を用い、使用後は捨てる  

－ハンカチ等の布を使用し   

た場合には、共有しない  

－咳／くしやみの際に、つば   

や鼻水が手についた場合   

は、石鹸と流水で手を洗う  

よくあるご質問  

Q：新型インフルエンザは本当にくるのか？  

A：パンデミック（地球規模での流行）は、起きるセしょう   
おきないという保証はありません   

Q：いつ？  

A：いくつか握っているさいころを振り続けているようです   

Q：規模は？致死率は？  

A：スペイン型インフルエンザなみ？大？小？  

明確な回答はありませんが   

侮って小規模に備えることはないでしょう  

「最悪」の事態に備える  

「最悪の基準」は・・＝・ ？   





本日の予定  

1．これまでの動き  

2．行動計画の改定  

3．ガイドラインの策定  

4．国の対応  

5．市町村の役割  

6．まとめ   



1．これまでの動き  

2005年5月（WHO）  

「世界インフルエンザ事前対策計画」   

2005年12月（関係省庁対策会議）  

「新型インフルエンザ対策行動計画」   

2006年6月（新型インフル工ンザ専門家会議）   

「インフルエンザウイルス（H5Nl）  

ガイドライン フェーズ3」  

2007年3月（新型インフル工ンザ専門家会議）  

「新型インフルエンザ対策ガイドライン  

フェーズ4以降」   



①新型インフル工ンザ発生時等の在外邦人の支援  

②検疫体制の強化  

③抗インフルエンザ薬の備蓄量増加  

④プレパンデミックワクチンの事前接種の検討  

⑤パンデミックワクチンの研究開発・製造体制の強化  

⑥保健所を中心とした地域の医療体制の確立  

⑦個人、家庭、企業、学校、マスコミにおける取組の要請  

⑧国・地方公共団体の危機管理体制の整備、  

自衛隊の活用方法の明確化   



平成20年4月～11月  

新型インフルエンザ専門家会議  

平成20年11月28日  
まユ  

関係省庁対策会議にて改定案提示  

平成20年12月  

凸  

パブリックコメント募集  

平成21年2月17日  
－1‾＿一  

確定・公表   





最新の科学的知見、諸外国の状況、国会等での議論、関係省庁や新型インフルエンザ専門家会議で  
の検討を踏まえ、  
（D「新型インフル工ンザ対策行動計画」を全面改定  

② 既存の各種指針等の内容を全面的に見直すとともに、整理・体系化し、「新型インフルエンザ対策  
ガイドライン」を新たに策定  

新型インフルエンザ対策行動計画（改定）  新型インフルエンザ対策ガイドライン（策定）  

○発生の段階ごとに、対策の考え方、関係省庁の対応、  
省庁間の連携・協力等の方針を明言己。  

※主な改定内容  

【目的の明確化】  
（D感染拡大を可能な限り抑制し、健康被害を最小限  

にとどめること、  
②社会・経済を破綻に至らせないこと  

【新たな「段階」の設定】  
従来のWHOによるフェーズに変え、我が国における  

対策の転換点の時期を示す5段階を新たに設定  

企業、家庭、地域等の役割分担等を具体的に示し、国  
民各層での取組を促すための指針とする。  

・水際対策  
・検疫体制の整備  
・国内での感染拡大防止対策  
・医療提供体制の整備  
・抗インフルエンザウイルス薬の流通・使用  
・ワクチン接種の進め方（※検討中）  

■企業■職場での取組  
・個人、家庭及び地域での取組  
・リスクコミュニケーション  
・埋火葬対策   

【社会・経済機能の維持】  
社会・経済機能の破綻を防止するための取組を強化  



○行動計画に基づき、関係省庁が連携・協力し、発生段階に応じた総合的な対策を推進。  

主たる目的  
○羅患率 全人口の約25％  
○医療機関受診患者数1．300万人～2．500万人  
○死亡者数17万人～64万人  
○従業員の欠勤最大40％程度  

○感染拡大を可能な限り抑制し、健康被害を最   
小限にとどめる。  

○社会・経済を破綻に至らせない。  

【未発生期】→発生に♯えた準備  

・行政機関・事業者における事業継続計画策定  
・感染防止等のリスクコミュニケーションの実施  
・医療提供体制の整備  
・抗インフルエンザウイルス薬及びプレパンデミック  

【海外発生期】→ウイルスの侵入防止・在外邦人支援  

・総理・全閣僚からなる「新型インフルエンザ対策本部」設置  
・検疫の集約化、停留等の開始  
・国民（在外邦人を含む。）への情報提供の強化  
・医療従事者等へのプレ／〈ンデミックワクチンの接種開始  ワクチンの備蓄  
パンデミックワクチンの製造開始  

【感染拡大期、まん延期、回復期】  
→健康被害最小化、社会・経済機能の維持  

りくンデミックワクチンが製造され次第、接種開始  
・社会的弱者への支援  

【小康期】  

一→ 第二波への備え  

・対策の評価  
・資器材、医薬品の  
再配備   

【国内発生早期】→感染拡大防止  

・感染者の感染症指定医療機関等へ  
の入院措置  
・学校の臨時休業、不要不急の集会  
等の自粛要請  
・事業者に対する不要不急の業務の  

まん延期には、原則として、全ての医療機関で重  
症者を受入れ。軽症者は自宅療養  



3．ガイドラインの策定  

○各分野における対策の内容や実施方法、関係者の役割分担等を明記。  
○本ガイドラインの周知・啓発により、国、自治体、企業、家庭、地域等における具体的な取組を促進。  

ウイルスの国内侵入防止、国内まん延防止  

ニウイルスの侵入防止や在外邦人の円滑な帰国の実現に向け、感染症危険情報発出、検疫集約化、入国制限等を実施。  
2．検疫に関するガイドライン  

：検疫措置（検査、硝離等）の詳細な手順や留意点、関係機関の連携等を示し、実施体制を整備。  

染拡大防止に関するガイドライン  
：初動対応や地域・職場lこおける対策により、国内でのまん延を可能な限り抑制。  

医療の確保  
に関するガイドライン  

：都遺府県における医療提供体制を整備し、発生段階や役割分担に応じた適切な医療を提供。  

5．抗インフルエンザウイルス薬に関するガイドライン  
：タミフル等の流通体制を整備するとともに、医療機関に対し適切な治療・予防投与の方法を普及。  

6．ワクチン接種に関するガイドライン（検討中）  
：バンデミックワクチン等の接種対象者、順位及び供給・接種体制等を提示。  

各層の取組、社会・経済機能の維持等  
業者・れ場lこおける新型インフルエンザ対策ガイドライン  

：事業継続計画の策定等．事業者や放場における社会・経済機能の維持等に向けた取組を促進。  

人、家庭及び地域における新型インフルエンザ対策に関するガイドライン  
：個人、家庭や地土動こ求められる準備や発生時における適切な行勒を啓発（外出・集会自粛、学校休業等）  

報提供・共有（リスクコミュニケーション）に関するガイドライン  
：国民や関係機関に適切な情報提供を行うことにより、その理解と協力を求め、社会的混乱を防止。  

埋火葬の円滑な実施lこ関するガイドライン  

▼  「ワト  



1．水際対策に関するガイドライン  

海外で新型インフルエンザが発生した場合の水際対策については、次の2つの課題の両  

立を可能な限り追求。  

【課題】  

1．ウイルスの侵入防止を徹底し、国内でのまん   
延を可能な限り防ぐ  

2．帰国を希望する在外邦人の円滑   
な帰国を実現する  

【対策の概要】  
O WHOがフェーズ4を宣言した場合、直ちに新型インフルエンザ対策本部を設置し、   

次の初動対処方針を決定。  
※ WHOの宣言前であっても、新型インフル工ンザの発生が強く疑われる場合には、関係  

閣僚会議を開催し、初動対処方針を決定。  

感染症危険情報   在外邦人等に対し、渡航延期、帰国の検討等について情報提供   

代替的帰国手段   定期便が運航停止となる場合、在外邦人の帰国手段を確保（政府専  
用機、自衛隊機等）   

外国人の入国制限  査証措置による発生国からの外国人の入国を制限   

検疫集約化   発生国からの便を検疫実施空港・港を4空港・3港等に集約化   

停留措置   感染のおそれのある入国者を宿泊施設等で、最大10日間停留   
※水際対策については、国内での感染の拡大に応じ：段階的に縮小  17  

2．検疫に関するガイドライン  

水際対策の一環として、ウイルスの国内侵入を可能な限り防止するため、新型インフ  

ル工ンザ対策本部等の決定に基づき、検疫措置の強化を開始。   

【対策の概要】  

事 項   内 容   

検疫集約化   発生国からの旅客機・客船に対する検疫の実施を次の空港・港に集  

約化  

t 4空港（成田、関西、中部、福岡）  

■ 3港（横浜、神戸、関門）等   

検疫の流れ   旅客機・客船からの検疫前通報 → 機内・船内での健康質問票配  

付 → 医師の診察 → 隔離・停留・健康監視   

実施体制   関係機関の初動体制、検査体制、患者搬送休制等の整備   

情報収集・提供等  情報収集・共有、出入国者への情報提供等   

関係機関の連携  入国管理局、税関、警察、海上保安部署、航空会社■旅客船会社等  

との情報共有、連携強化   

職員の安全確保  感染防止策（個人防護具等）、感染曝露の場合の予防投与、家族へ  

の感染防止等  



Q感染拡大防止に関するガイドライン  
国内で患者が発生した場合、医療機能の維持等の観点から、流行速度を緩めるための感   

染拡大防止対策を講ずることが重要。  

入院又は   ○ 患者を入院又は自宅療養させ、抗インフル工ンザウイルス薬等により  

自宅療養   適切に治療  

患者との接触  ○ 患者からウイルスの曝露を受けた者に対し、健康観察、外出自粛の  

者への要請   要請、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与等を実施  

地域対策   ○ 学校、保育施設等の臨時休業  
※ 都道府県は、管内で第1例日の患者が確認された時点で、学校等の設置  

者に対し、臨時休業を要請。ただし、生活圏や通勤、通学の状況等を勘案し、  
市区町村単位で臨時休業の判断を行うこともありうる。  
回復期になれば、都道府県は、概ね7日ごとに厚生労働省等と協議して、  

臨時休業の解除時期を検討？  

○ 集会、催し物、コンサート等不特定多数の者が集まる活動の自粛  

○ 外出の自粛、公共交通機関の利用自粛  

職場対策   ○ 職場内感染を防止し、出勤する職員を減らしつつ、重要業務を継続  

食料品等の備  ○ 各世帯は、最低限の食料品・生活必需品等を備蓄  

蓄   ○市区町村は、住民支援（食料品等の原書や配付）を実施  

4．医療体制に関するガイドライン  

新型インフルエンザの患者に対する治療を効率的・効果的に行うため、医療機関及び都道  

府県等関係機関がそれぞれの役割を踏まえ、相互に連携することが必要。  

発生前   ○ 二次医療圏単位で保健所中心に、行政、医師会等関係者による対策会議を設置  
○ 医療機関の役割分担を踏まえた休制整備（発熱外来準備、入院可能病床数試算、  
新型インフルエンザの診療を原則行わない医療機関等）  

○ 医療機関の収容能力を超えた場合の準備（自宅療養、医療機関間の連携等）  

海外発生期  ○ 慢性疾患等の定期受診患者に長期処方を行う等、受診機会を減らすよう調整  
○ 発熱相談センターを整備し、住民に周知  

国内発生早  ○ 発熱外来を整備し、住民に周知  
期   ○ 感染が疑われる者を感染症指定医療機関等に搬送  
感染拡大期  ○ 感染症指定医療棟関等は、検査、入院治療を実施  

まん延期  ○ 感染拡大防止効果が得られなくなった場合、入院措置を中止  
○ 発熱相談センター、発熱外来や医療機関は、軽症患者に自宅療養を勧奨  
○ 事前の了承の下で、かかりつけ医師は、電話診療により慢性疾患患者の感染の有  
無が診断できた場合、FAXにより抗インフルエンザウイルス薬等の処方せんを発行  

○ 医療機関は、産科・小児科など新型インフル工ンザ以外の医療の維持に努める。  
新型インフルエンザの診療を原則行わない医療機関は、他の診療に専念  

回復期   ○ 対策を段階的に縮小。医療従事者に休暇付与  
○ 患者数の予測を踏まえ、抗インフル工ンザウイルス薬、資器材等を適切に配分  

で．睾∵   



5．抗インフルエンザウイルス薬に関するガイドライン  

抗インフル工ンザウイルス薬（タミフル、リレンザ）を効率的・効果的に使用するため、都道府  

県、医療機関、卸売業者等による適切な保管・流通・投与を促す。  

【流通調整】  

発生前  ○地域の安定供給体制の整備（行政、医療関係者等による委員会設置）  

○必要以上の購入自粛、流行終息後の返品は認められないことの周知   

発生後  ○都道府県は、患者数と使用状況の情報収集を強化  
○医療機関等による悪質な買占めは、公表  

○流通備蓄分は、感染症指定医療機関等用に確保するよう、卸を指導。  

○国及び都道府県の備蓄分は、卸を通じて感染症指定医療機関等に配送。都  

道府県備蓄分を先に使用し、不足傾向にある都道府県に対し国備蓄分を配布   
一与－ノコよ左」   

○投与量や投与期間等については、専門的知見を踏まえ、随時更新  
○通常のインフル工ンザは投与を控える場合あり  

治療方針  

○患者の同居者（感染拡大期以降、要検討）  

○濃厚接触者、患者と同じ学校、職場等に通う者（感染拡大期以降、見合わせ）  

○ウイルスに暴露した医療従事者や水際対策関係者  

O「地域封じ込め」が実施される場合には当該地域の住民  

予防投与  
の対象者  

○リレンザは、ウイルスがタミフル耐性でリレンザに感受性を示す場合に使用  

○効果や薬剤耐性を見ながら、方針を適時適切に修正  
薬剤耐性  
への対応  

6．ワクチン接種に関するガイドライン（検討中）  

※ 平成20年9月18日、関係省庁対策会議において、ワクチン接種の対象者及び順位に   

関する案を公表（ワクチン接種の進め方について）。   

現在、これに加え、接種体制、責用負担の在り方等について検討しているところであり   

おってガイドラインとして取りまとめる予定。  
【内容】  

（D ワクチン接種の基本的考え方（公表済み）  
＼  

② 先行的なワクチン接種の対象者とその接種順位（公表済み）   

【カテゴリー1】  

・発生時に即時に現場で対応する業種・職種（感染症指定医療機関、水際対策関係者等）  
【カテゴリー2】  

・新型インフルエンザ対策の意思決定に携わる者（国・自治休で意思決定に携わる者）  

・国民の生命・健康の維持に関わる業種・職種（医療、福祉・介護従事者等）  

・国民の安全一安心の確保等に関わる業種・職種（警察、報道、通信等）   

【カテゴリー3】  

・国民の最低限の生活維持に関わる業種・職種（電気■ガス・水道、食料品製造一販売等）   

③ ワクチンの接種体制（検言寸中）  

冊畳且負担 の在甘方（検討中）   



事業者・職場における新型インフルエンザ対策ガイドライン  

感染拡大防止と社会機能維持の観点から、欠勤率が最大40％になることも想定しつつ、  

職場での感染防止策を徹底するとともに、重要業務を継続し又は不要不急の業務を縮小一中  
止するため、各事業者において事業継続計画を策定することが必要。  

職場での感  
染防止策  

○ 飛沫感染・接触感染を念頭とした感染防止策  
・対人距離（2m）の保持  

・手洗い  
・咳エチケット  
・職場の清掃・消毒 等  

事業継続計  

画の策定  
○ 危機管理体制の整備  

○ 感染防止策を講じつつ、業務を継続する方法  
・在宅勤務、時差出勤、出張・会議の中止  
・職場の出入口や訪問者の立入場所の制限  
・従業員・入場者の発熱チェック  
・重要業務の絞り込み、不要不急の業務・感染リスクの高い業務の縮小  
・人員計画立案、サプライチェーンの洗い出し等  
・代替要員確保のための班交代制の採用  

○ 従業員に対する感染防止策の教育を行い、職場に「症状がある場合は   

自宅療養する」という文化を浸透させることが重要。  

個人、家庭及び地域における新型インフル工ンゲ対策ガイドライン  

新型インフルエンザによる被害を最小限に抑えるためには、個人、家庭や地域での感染  
防止策等の理解、食料品備蓄等の準備、発生時の適切な行動が不可欠。  

個人・家庭  （発生前）   

の対応   ○ 情報収集  

○ 通常のインフルエンザ対策や咳エチケットの励行  

○ 学校休業、不要不急の業務縮小等が行われる場合への準備  

0 2週間分程度の食料品一生活必需品等の備蓄  

（発生時）  

○ 情報収集  

○ 感染拡大防止（マスク着用、外出自粛等）  
○ 本人、家族等が発症した場合の対応（適切な受診、自宅療養等）  
○ 医療の確保への協力（不要不急の受診の自粛等）   

地域の対応  ○ 集会■催し物の延期、学校等の臨時休業、地域活動への協力等   

○ 広報・啓発、相談窓口の設置  

○ 支援を必要とする世帯（独居高齢者、障害者世帯等）を把握し、医療・福  

祉の確保を含め、生活を支援  
○ 食料品・生活必需品等の供給計画を策定し、状況に応じ、住民に配分   

自治休によ  

る住民生活  

の支援  



青報提供・共有（リスクコミュニケーション）に関するガイドライン   

国民一人ひとりが適切に行動できるよう、発生前から、新型インフルエンザに関する正確な  

知識、国の対策、感染防止策等を周知。   

情報提供の内容、方法、表現等について、あらかじめ検討しておき、発生時には、患者の  
プライ′〈シーや人権に配慮しつつ、迅速かつ正確な情報を提供。  

【発生時のリスクコミュニケーション】  

（国）  

○ 内閣官房一厚生労働省は、毎日複数回、定時の記者発表  
○ 厚生労働省はコールセンター設置を検討。関係省庁はホームページにより情報提供  

（都道府県）  

○ 定例記者会見、ホームページによる情報提供、住民向け相談窓口設置、コールセン  
ター設置を検討（119番、発熱相談センターとの役割分担と連携）  

（市町村）  

○ 域内の発生状況、対策、交通機関の運行状況等の情報提供、生活相談を含む相談  

窓口の設置  

【発生地域等の公表】  

○ 新型インフルエンザが発生した場合、発生した市区町村名を公表  

○ 患者のプライ′くシー保護に十分留意し、個人が特定される情報は公表せず  

○ 公衆衛生対策上必要な場合、患者が滞在した場所、時期、移動手段等を発表  

埋火葬の円滑な実施に関するガイドライン  

死亡者が多数にのぼったとしても、公衆衛生上の問題が生ずることのないよう、哩火葬を   

円滑に実施できる体制を整備。  

未発生段階  ○ 都道府県は、火葬能力・遺体安置可能数の調査を行い、市区町村、  

近隣都道府県等と情報共有  

○ 都道府県は、個人防護具や火葬場での消裏毛品等を確保できるよう準備  

まん延段階  ○ 都道府県は、随時火葬の状況を把握し、市町村、近憐都道府県と情報共  
有  

○ 都道府県は、火葬場に対し、可能な限り火葬炉を稼働するよう要請  

○ 都道府県は、遺体搬送及び火葬作業に従事する者のための個人防護  

具、遺体搬送のための非透過性納体袋を確保  

○ 市町村は、火葬場の火葬能力を超えた場合、臨時遺体安置所において  

遺体を適切に保存  

○ 市町村は、火葬の実施まで長期間かかる場合、遺体を消毒した上で、墓  

地に埋葬。  

○ 都道府県は、埋葬可能な墓地がない場合、公共用地を臨時の公営墓地   

とする。   



4．国の対応   



厚生労働省  

厚生労働大臣政務官   
iq本部長   厚生労働事精次官   

本音β畏     厚生労働大臣     本部長代理  厚生労働副大臣         厚生労働書濾官  本部且    各部局長  国立感染症研究所長  l  

・サーベイランス  
・予防と封じ込め  

・情報提供・共有  
ルキンザ専   i       ・医療  

※  
※  

新型インフルエンザ対策委員会  

新型インフルエンザ対策本部  

新型インフルエンザ対策本部  

新型インフル工ンザ対策本部  

鳥および新型インフルエンザに関する外務省対策本部  

新型インフル工ンザ対策本部  文部科学省   

農林水産省   

経済産業省   

国土交通省   

高病原性鳥インフルエンザ対策本部  

新型インフルエンザ対策本部  

新型インフルエンザ対策推進本部  

生物兵器対処委員会  

金融庁は、状況に応じ、災害対策本部に準じた本部を設置  
政府の対策本部設置に合わせ、財務省は、新型インフルエンザ対策委  
鼻会、海上保安庁は、新型インフルエンザ対策本部を設置  

抗インフル工ンザウイルス薬の備蓄について  

■抗インフルエンザウイルス薬とは   

インフル工ンザウイルスの増殖を特異的に阻害することによって、インフル工ンザの症状を軽減  
したり、発症を予防する薬剤。我が国においては、タミフルやリレンザ等が使用されている。  

■抗インフルエンザウイルス薬の備蓄状況  

●リレンザ  

政府備蓄のみ  ト35モA崖  

●タミフル  

政府備蓄   1．050万人分（治療用）  
300万人分（予防投薬用）  

都道府県備蓄1．050万人分（治療用）  
流通分  400万人分  

諸外国の状況  

国名   日本   フランス   イギリス  オーストラリア  スイス   アメリカ   

2935万人分  3300万人分  3000万人分  875万人分  225万人分  8100万人分  

備蓄目標               （23％）凛   （50％）   （42％）   （30％）   （27％）   

（53，も）          （人口比）  ＊リレンザを含む  ■リレンザを含む  ■リレンザを含む  ■リレンザを含む  ＊リレンザを含む   

今後の取り組み  

○抗インフル工ンザウイルス薬の備蓄増（20年度第1次補正予算）  

備蓄量を国民の23％分力、ら45％分lこ引上り㌔   



●国民全員分のワクチンを製造するためには、新型インフルエンザの発生か   

諸外国の状況  い年半前後の期間を要することが想定されている。   

国   日本   アメリカ   スイス  イギリス  オーストラリア   
バンデミック  】b胞鯖暮筆の聞需によ  納胞蛤；暮薯のW鍵により、  ワクチン塑造t着との暮前審蜘により、全国民分の   
ワクチンの  り、全国民のワクチンを  全国民のワクチンを旦生且  ワクチンを確保   
確保方針   以内に鰭逢する体  

制について整備をするこ  

とを目標   

欄腹帯羊では、鶏卵の代わりに椰胞を用いて製造するため、資材調達や生産工程の管理等の観点から、製造  



医療体制の整備  

■発生段階に応じた医療の提供  

【海外発生期～】保健所に住民の相談窓口として「発熱相談センター」を設置  

【国内発生早期～】患者の振り分けを行う「発熱外来」設置、患者数増大に応じて増設  

【国内発生早期～感染拡大期】疑い患者も含め、全ての患者を入院措置  

【まん延期～ 】入院措置を解除。原則として、重症者は入院、軽症者は自宅療養  

国                  ・：・：JJ・≡・：・：・ト：・㌔ど・‡・≡・：：ト：・：・： ：E；・…EH三：・た‡・…戎・誌・・；三≡・：＝E・議・1三三■幻昔「＝  

都立府県   未発生期  ≠ ■ ∴      ふ    ‡ナ管ユi  ）＝1ノノノエ、，史ヾ、ノ軒                     漁㍍lミ     小康期  

今後の取り組み  

○都道府県等における医療体制の整備   
・二次医療圏ごとに保健所を中心とした協議会を設置   
1入院医療を担当する医療機関へ人工呼吸器や個人防護具を整備（20年度第1次補正予算）   

○感染対策等の徹底のための研修（保健所職員、医療従事者等）   



5．市町村の役割  

▼†手’   



・対策推進のための役割分担  

＜市区町村＞   

住民に最も近い行政単位であり、地域の実情に   

応じた計画を作成するとともに、住民の生活支   

援、独居高齢者や障害者等社会的弱者への   

対策や医療対策を行う。  

（行動計画 7ページ）37  

（D実施体制と情報収集  

②サーベイランス（主体は都道府県）  

③予防・まん延防止  

④医療（主体は都道府県）  

⑤情報提供・共有  

⑥社会・経済機能の維持  

（行動計画13ページ～）38   





・第三段階のまん延期以降は、患者数が大幅   

に増大することが予想されることから、重症者   

は入院、軽症者は在宅療養に振り分ける。その   

際、感染症指定医療機関等以外の医療機関や   

公共施設等に患者を入院一入所させることがで   

きるよう、その活用計画を策定しておく。また、   

在宅療養の支援体制を整備しておく。  

（行動計画17ページ）42   





・訓練、行動計画1業務継続計画等の策定、自衛隊等との連携強化  

（都道府県等）  

・ワクチンの接種体制構築（検討中）  

・医療体制整備（都道府県等）、保健所を中心とした対策会議に参加。  

医療関係者等に対する研修（都道府県等）  

・地方衛生研究所における検査体制整備（都道府県等）  

・適切な診断治療（都道府県等）、積極的疫学調査や接触者への対  

応（都道府県等）、死亡例の対応（都道府県等）  

・緊急的な情報共有システム（都道府県等）  

・社会的弱者の把握と各種対応の具体的手続き  

（都道府県等＝都道府県ならびに保健所を設置する市及び特別区）（行動計画 21ページ～）5   



・積極的疫学調査（都道府県等）  

・濃厚接触者等への予防投薬（都道府県等）  

・外出自粛、活動自粛等の要請（都道府県等）  

・学校、通所施設等へ臨時休業の要請  

・発熱外来を設置（都道府県等）  

・検査・診断・予防投薬（都道府県等）  

・適切な使用と予防投与（都道府県等）  

・相談窓口の設置（都道府県等）   

（都道府県等‥都道府県ならびに保健所を設置する市及び特別区）（行動計画42ページ～）47  

・第二段階を継続（国内での感染拡大防止）   

・病院・高齢者施設等における感染対策強化・濃厚接触者等への予防投  
薬・外出自粛、活動自粛等の要請（都道府県等）   

・通所施設等へ臨時休筆の要請   

・（まん延期）：入院措置の中止（都道府県等）と公共施設の利用検討  

・（回復期）：患者数の減少により、患者が利用していた公共施設の閉鎖   

・まん延期以後、予防投与の対象者縮小（都道府県等）   

・在宅での新型インフルエンザ患者療養者の支援、死亡した患者への対応  
・在宅の障害者や高齢者等への生活支援  
・一時的な遺体安置施設等の確保   

（都道府県等＝都道府県ならびに保健所を設置する市及び特別区）（行動計画 47ページ～）48   



6．まとめ  

個人・家庭一地域にむけての啓発  住民生活の支援  

未発生期  
0情報収集  
○通常の季節性インフルエンザ対策  
0社会・経済活動に影響が出た場合への備え  
○家庭での備蓄   

海外発生期以降  
○情報収集  
0感染拡大の防止・外出自粛  
○本人、家族等が発症した場合の対応  
○医療のかかり方   

未発生期  
○情報収集・提供  
○支援を必要とする世帯の把握   

く高齢者世帯、障害者世帯等）  

○食料品等の提供準備   

海外発生期以降  
○情報収集■提供  
○食料品等の提供  
○相談窓口の設置  

行政機能の維持、感染拡大防止  

海外発生期以降   
0業務継続計画の実行   

○感染症対策における都道府県の支援   

未発生期  
○業務継続計画の策定  
○随員の感染防止対策  
○感染症対策における都道府県との連携  





ワクチン接種順位の検討  

医療従事者や社会機能の維持に関わる者が感染すれば、最低限の国民生活すら維持できなく  
なるおそれ。  

…  

の ため、その社会的使命や職責から新型インフル工ンザの感染リスクを避けられない者に対  こ   

しては、ワクチンを先行的に接種することが必要。具体的には、  
①新型インフルエンザ発生前に事前接種すべき者を決める。  
②発生後にプレパンデミックワクチンを接種する者の範囲と進め方を定める。   
※プレ′くンデミックワクチンは既に一定量が備蓄されていることから、対象者に対し製剤化後  

速やかに接種することが可能である。  

③パンデミックワクチンの接種者についても、順次検討を進める。  
■l ■    ■  

【カテゴリーⅠ】  

■発生時に即時に第一線で対応する業種・職種  
職  
務  

①感染拡大防止・被害の最小化に資する業種・職種     遂 行  

【カテゴリーⅡ】   時  
の  

感   
染 リ  

ス  
ク  
の  

大   
き  

【カテゴリーⅢ】   さ  

54   



カテゴリー  考え方   業種・職種  

ロ  感染拡大防止  発生時、直ちに感染拡大防止に従事する医療  感染症指定医療機瀾、保健所、救急隊且・消防職員（救急  
業務等に関わる者）、検疫所・入国管理局・税関、在外公 館職員自衛隊・海上保安官・警察職員（新型インフルエン    ・被害の最小  機関や水際対策に関わる者、在外邦人の帰  

化に資する業  国を含む国際輸送に関わる者。   ザ対策に従事する者）、停留施設（宿泊施設）、国際航空、  

種・職種   ※感染リスクが高く、早期に接種する必要。  空港管理、外航海運  

Ⅱ  新型インフル  危機管理を含め、状況の変化に応じた適切な  首相・閣僚等、国・地方自治体の新型インフルエンザ対策  
エンザ対策に  新型インフルエンザ対策を講じるための意思  の意思決定に関わる看等  
関する意思決  
定に摸わる者   
国民の生命・  患者・障害者等のため、医療・介護サービスを  感染症指定病院等以外の医療従事者、福祉・介護従事者  

健康の維持に  確保。   、医薬品・医療機器製造販売  

関わる業種・  ※ 感染拡大につれ、感染症指定医療機関  
職種   以外の医療機関も患者を受け入れるように  

な一乙ト・〟ヽ亭・のそ於主音l士座主塾11ユゎが言い  

国民の安全・  国民の不安の増大や治安の悪化が懸念され  国会班員・地方趨会議長、書零職員、報道機関、通信車業  

安心に関わる  るため、国・自治体の基本的機能に加え、治  、法曹関係者、矯正職員等  
業種・職種  安維持や報道機関の機能を維持。  

Ⅱ  ライフライン維  2か月にも及ぷ流行の波の期間中、国民の最  t気・原子力・ガス・石油、熱供給事業、水道関連事業、郵  
特に関わる業  低限の生活を維持するため、公共サービスを  便、航空、空港、水運、鉄道、道路旅客・貨物運送、退路管 理倉庫運輸附帯サービス食料品・生活必需品の製造  

種・職種   始めとしたライフラインの維持に関わる事業者  ・販売・流通、金融、情報システム、火葬・埋葬、廃棄物処  
等の機能を維持。   理、国家・地方公務員（最低限の生活維持に不可欠な事務  

事業に携わる者）  

※各カテゴリーの人数については、今後の選定の過程で調査を行うものとする  55  



（参考1）プレパンデミックワクチンとパンデミックワクチンの違い  

プレパンデミックワクチン  パンデミックワクチン  

特長  ○新型インフル工ンザ発生前に、鳥インフルエンザ  ○実際に発生した新型インフル工ン  

ウイルス（H5Nl）を用いて製造   ザのウイルスの株を使って製造  

効果  0実際に発生する新型インフル工ンザに対する効果  ○発症予防、重症化防止の効果が  

は、未知。安全性の確認も必要   期待  
※20年度、安全性・有効性について臨床研究を実施  

（留意事項）接種の効果が生じるまで、3～5週間  

製造  ○鶏卵を使用して製造   ○鶏卵を使用して製造  
備蓄  ○現在、ウイルスの変異に備え、複数の株で2．000  ○発生後に製造開始。国民全点  

万人分備蓄   分のワクチンを製造するのに1年  

（18年度）1000万人分（ベトナム株インドネシア株）  半程度かかる  

（19年度）1000万人分（中国・安徽株）   ※細胞培養技術等により、半年以  
「フ∩生l章11nnn下人分「由l宝ト音言伝よ生）倍量苓青   進  

接種  ○医療従事者、社会機能維持に関わる者に接種   0全ての国民（希望者）に接種  

対象  ○■新型インフルエンザ発生前に接種することを検討  ○誰から接種するのか、順次検討を  

※臨床研究の結果を踏まえ、将来的には、希望する  進める  

全ての老に対l，＿塞前接挿をすることも椿討  

57  

（参考2）ワクチン接種の進め方に関する国会等での指摘  

・（衆）厚生労働委員会 感染症法等改正案附帯決議（平成20年4月23日）  
ニプレパンデミックワクチンについては、その有効性や安全性を研究するとともに医鹿関係者等優先度鍾対   

象者への優先順位や掩腰体制卿また、これらの者   
以外であって接種を希望する者に対する接種について、ワクチンの安全性や接種体制の確保等を踏まえ、検討   
を行うこと。プレ／くンデミックワクチンの備蓄については、必要な呈の確保に努めること。なお、副作用被害につ  
いては、医薬品副作用被害救済制度の活用を周知すること。   

・（参）厚生労働委員会 感染症法等改正案附帯決議（平成20年4月24日）   
二、プレパンデミックワクチンについては、その有効性や安全性を研究するとともに足癖関係者等優先持種対象   
畳卿また、これらの者以   
外であって接種を希望するすべての者に対する接種について、ワクチンの安全性や接種体制の確保等を踏まえ   
、検討を行うこと。プレ／くンデミックワクチンの備蓄について、財政措置を含め必要な量の確保に努めること。な   
お、副作用被害については、医薬品副作用被害救済制度の活用を周知すること。  

■ 毒若妻絹駅 
lプロジェクトチ‾ム「鳥由来新型インフル工ン  

／くンデミックワクチン接種対象者及び接種順位等   

∴九′パンデミックワクチンの接種対象者（医療従事者及び社会機能但維矧こ関わ   

る与し捜漣五泉呈する壱等ユや蛙性腺位及止捜捜方法に⊇上さ三⊥應鮎、公平性等に配慮王ゑとょもに」塁民鯉   
がら、速やかに検討し、即拙また、ワクチンに関する流通・接種体制の整備を行  

う。   
○全国民が接種の対象となるパンデミックワクチンの穐珪順位については」邑直鯉事者や社会毯亀弧盟   
卿と想定  
される若年畳を優先して接種することを基本として検討する。  58   




